
 

監査結果（包括外部監査）に係る措置通知書 

 

泉区 （令和３年度） 

監 査 結 果 

（指 摘 事 項） 
改 善 措 置 

【指摘４】助成金の支出対象事業について 

 

 仙台市は市民と行政との協働による地

域特性に応じたきめ細かな地域づくりを

推進するために「区民協働まちづくり事業

に関する要綱」（以下、「要綱」という。）

を定め、泉区は要綱に基づき「仙台市泉区

大学・地域連携による課題解決助成事業実

施要領」（以下、「要領」という。）を定め、

地域団体が大学の知見を活かす等大学と

連携した地域づくりを推進するために行

う事業で、次のいずれかに該当する事業を

助成対象事業とし（要領第３条）、当該事

業の実施に要する経費を助成対象経費と

している（要領第７条）。 

(１)地域課題の解決を図るもの 

(２)地域の特色を活かし、その魅力を高

めるもの 

(３)その他市長が適当と認めたもの 

この点、泉区は、要領に基づき令和２年

度に区内まちづくり団体が行う活動を助

成対象事業として選定し、151,500 円の助

成を行っている。 

 

当団体が泉区に提出した「仙台市泉区大

学連携地域づくり助成金交付申請書」（以

下、「申請書」という。）および「仙台市泉

区大学・地域連携による課題解決助成事業

実施報告書」（以下、「報告書」という。）

を閲覧したところ、当団体のまちづくり活

動として以下の事業を行っている。 

 

事業内容 

①高齢者の健康づ

くり 

②社会活動参加 

③子育て支援 ④町内会活動 

⑤広報活動 ⑥その他 

 

申請書および報告書によれば、上記事業

 

 

「仙台市泉区大学・地域連携による課題

解決助成事業実施要領」ほか関係規程を整

理し、助成対象事業を明確化した。 

また、新たに事業別支出内訳書を作成

し、助成金事務チェックシートの確認事項

を整備するとともに、助成金の交付申請時

及び精算時における助成対象事業及び助

成対象経費の確認について、正副担当者に

よるダブルチェック体制を強化した。 

さらに、課内周知及び課内研修を通じ

て、適正な助成金交付事務の執行につい

て、周知徹底を図るとともに、区内各課公

所長に対し区長名で事案の概要を周知し、

注意喚起を行った。 

なお、助成対象外事業に係る経費につい

ては、交付決定を取り消し、助成金の返還

請求を行った。 

 

課内周知日   令和４年７月 14日 

課内研修実施日 令和４年７月 21日 

区内周知日   令和４年 11 月 24 日 

返還請求日   令和６年６月 17日 



の内、大学と連携して実施している事業は

④町内会活動１のみであることから、助成

対象経費は当町内会活動に係る経費のみ

とすべきであるが、報告書記載の経費実績

額は上記①から⑥の事業毎に区分されて

おらず、助成対象事業となる④町内会活動

に係る経費の実績額を区分して把握する

ことが出来ない状況にある。 

このように助成対象経費を区分して把

握できていない状況の中、泉区は当団体の

まちづくり活動全体に係る経費167,990円

の内、151,500 円を助成しており、結果と

して助成対象とならない事業に対しても

経費を助成している状況になっていると

考えられる。例えば、助成額の中には①高

齢者の健康づくりに関する講師謝礼等明

らかに助成対象とならない経費も含まれ

ている。 

要領の趣旨は、大学が有する知見を利用

して地域課題の解決を図ることにあるこ

とから、泉区は要領の趣旨に沿って助成対

象となる事業を明確にしたうえで、助成対

象とならない事業に係る経費について要

領第19条および20条に基づき返還を求め

ることも含め適切な対応を進めるととも

に、今後は、助成対象となる事業および経

費の範囲を慎重に検討し、適正な助成金の

交付に努める必要がある。 

 
１当団体の属する地区の「空き家」問題に

ついて意見交換する活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


